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横浜市地球温暖化対策実行計画
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横浜市地球温暖化対策実⾏計画（平成26年3⽉改正）

横浜市エネルギーアクションプラン（平成27年3⽉策定）

＜特徴＞
◆「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく

法定計画として平成23年３月に制定

その後、東日本大震災以降のエネルギーを取り巻く

状況の変化を踏まえ、26年３月に改定

◆温室効果ガス排出量 削減目標（2005年度比）

（短期）2020年度 －１６％

（中期）2030年度 －２４％（2013年度比－３３％）

（長期）2050年度 －８０％

エネルギーマネジメントの展開

再生可能エネルギー・未利用エネルギーの活用

水素の利活用

省エネルギー対策を支える技術の導入

まちづくりと一体となった取組

太陽光発電

バイオマス

ＢＥＭＳ

⽔素ステーション
CASBEE

◆実行計画のエネルギー施策を着実に推進するためのアクションプラン
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温室効果ガス実排出量（実排出係数）

温室効果ガス排出量（2010年度固定排出係数）

横浜市域の温室効果ガス排出量
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年 度 2010 2011 2012 2013 2014

排出係数（kg‐CO2/kWh） 0.375 0.464 0.525 0.531 0.505

東日本大震災以降、火力
発電の稼働が増えたこと
が主な増加要因

エネルギー消費量の減少、
排出係数の改善等により、
５年ぶりに減少に転じる

電力の排出係数を
2010年度に固定した
場合の排出量は、
微減傾向

横浜市は人口約373万人の
日本で第２位の大都市

そのため、全国に比べて、
家庭部門が占める割合が高い

【部門別ＣＯ２排出割合の比較】



実⾏計画の対策・施策の枠組み

横浜市地球温暖化対策実行計画（家庭部門）
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家庭部⾨の
取組⽅針・対策の⽅向性



住宅の省エネ対策の補助制度
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ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）補助

①概ね10％以上の省エネが⾒込まれる省エ
ネ改修（窓、外壁などの断熱、暖房、給湯
などの設備）

②ライフスタイル対応改修等（バリアフリー化
改修や緑化などの環境配慮）を⾏う場合
に、補助⾦を交付

◆ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）を
新築する市⺠に対し、新築費⽤の⼀部を補助
する制度を新たに開始。

◆国のＺＥＨ補助を受けており、CASBEE横浜
[⼾建]のＳランク⼜はＡランク達成が条件。

28年度
スタート！

＋

住まいのエコリノベーション（省エネ改修）補助



建築物の省エネ対策の取組
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◆建築物環境配慮制度（CASBEE横浜）の運⽤により、省エネを含めた
環境に配慮した建築物を推進。

◆平成27年度は、CASBEE横浜に237件が届出。
◆また、普及啓発のためのセミナー、講習会等を実施。

◆他にも、省エネ対策住宅における都市計画税の減額制度等を推進。

建築物環境配慮制度
（ＣＡＳＢＥＥ横浜）

「建築物環境配慮計画」を作成することによって、建築物
の省エネルギー対策や周辺のまちなみとの調和など、総
合的な環境配慮の取組を進める制度



自立分散型エネルギー設備の設置補助制度
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対象システム 補助⾦額 平成27年度交付件数
HEMS １万円 84件
蓄電システム※ 機器費の1/4（上限15万円） 94件
EV充給電設備※ 機器費の1/4（上限15万円） 2件
停電対応型※

燃料電池システム 機器費の1/4（上限10万円） 298件

※新築住宅（完成から１年未満の住宅を含む。）の場合は、HEMS設置が条件。

◆HEMS（ホーム・エネルギー・マネジメン
ト・システム）を軸として、災害にも強
く、エネルギーを賢く利⽤するための機
器・設備について、設置費⽤を補助。

＜燃料電池の導⼊状況＞
・平成27年度末までの家庭⽤燃料電池システムの普及台数は約10,000台。
・2020年供⽤開始予定の新市庁舎に業務⽤燃料電池（200kW）の導⼊を計画。

（平成27年度補助実績）



CEMS

EV

BEMS

蓄電池SCADA

スマートBEMS
（東芝、⼤成建設）

スマートBEMS
（⽇揮,⽇揮情報ｼｽﾃﾑ）

スマートBEMS
（明電舎、NEC）

⼾建HEMS
（ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ）

⼾建HEMS
（三井不動産ﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ、
東芝）

マンションHEMS
（JX⽇鉱⽇⽯ｴﾈﾙｷﾞｰ、
三井不動産ﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ、東芝）

集合住宅HEMS
（東京ｶﾞｽ、
NTT-F、NTTﾄﾞｺﾓ）

CEMS
（東芝、ｱｸｾﾝﾁｭｱ）

FEMS

FEMS
（明電舎、住友電⼯）

蓄電池SCADA
（東芝、東京電⼒）

需給調整⽤蓄電池
（東芝、⽇⽴、明電舎、NEC）

需要家側蓄電池
（ｿﾆｰｴﾅｼﾞｰ･ﾃﾞﾊﾞｲｽ、
ｼｬｰﾌﾟ）

オフィスビルBEMS
（東芝、丸紅、三菱地所、
三井不動産）

統合BEMS
（東芝）

充放電EV
（⽇産⾃動⾞、⽇⽴、
ｵﾘｯｸｽ、ｵﾘｯｸｽ⾃動⾞）

マンションHEMS
（⼤京ｱｽﾃｰｼﾞ）

HEMS
ｶｰｳｨﾝｸﾞｽﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ
（⽇産⾃動⾞）

充電ｽﾃｰｼｮﾝ
（JX⽇鉱⽇⽯ｴﾈﾙｷﾞｰ 、東⼯⼤）

集配信システム
（⽇⽴、東芝）

スマートBEMS
（清⽔建設）

◆平成22年度から、家庭や業務ビルなど、既成市街地のエネルギー受給
バランスの最適化に向けた、システムの導⼊や実証を実施。

◆⺠間企業など34社と横浜市が連携した⼤規模プロジェクト。

横浜スマートシティプロジェクト （ＹＳＣＰ）
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横浜スマートシティプロジェクト （ＹＳＣＰ）の成果

実証事業の⽬標と実績（2013年度までに前倒しで⽬標達成）



太陽光発電

HEMS

データ提供
家電操作

電⼒量計

分電盤
計測機器 インターネット経由

売っている電⼒ 使っている電⼒

HEMS画⾯

発電している電⼒
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◆デマンドレスポンス（DR）を通じて省エネ⾏動を促し、電⼒をピークカット

横浜スマートシティプロジェクト （ＹＳＣＰ）の実証実験

⽇本最⼤の約3,500世帯が参加したHEMSによるデマンドレスポンス実証実験※

※平成25年度から平成26年度にかけて実施



省エネ家電の普及促進（横浜あかりプロジェクト）

◆省エネ効果の⾼いLED照明への交換を⽬的とするプロジェクト。
◆まちの電器店との連携により、照明交換希望者に対して、LEDの特徴の

説明や出張対応を⾏うなど、LEDの普及にご協⼒いただいている（平成26、27年度）。
◆IKEA等の企業と連携したLED交換キャンペーンも実施（平成27、28年度）。

横浜あかりプロジェクト チラシ

◆LEDの特徴を活かした
「あかりプロジェクト」の実施
（コベネフィットの取組）

①省エネ効果の⾼いLEDの交換で、
CO2排出量の削減に⾝近に取り組
める

②⻑寿命なため交換回数が減り、
⾼齢者が交換時に転倒する
リスクが減少する

③まちの電気店の出張対応が⾼齢者
の⾒守りにもつながる 10



省エネ家電・省エネ行動の啓発パンフレット
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地球温暖化対策（緩和策・適応策）を分かりやすく紹介



「ＣＯＯＬＣＨＯＩＣＥ」の推進
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◆国の「COOL CHOICE推進チーム」に市⻑が⾃治体代表として
チーム員に就任。

◆「COOL CHOICE」の啓発記事を新聞朝刊に掲載※。
新聞記事をパネル・チラシ化し※、各区の区⺠祭り等で掲出・配布。

◆横浜市で展開しているチョイモビ ヨコハマに、「COOL CHOICE」の
ロゴをラッピングし※、展⽰・デモ⾛⾏を実施。 ※平成28年度環境省補助金を活用



各種団体と連携した普及啓発の推進
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横浜市地球温暖化対策推進協議会

◆温暖化対策推進法に基づく「地域協議会」として設置
◆市⺠・事業者・⾏政のパートナーシップによって節電・省エネ実践等の推進に向けた

広範な普及啓発活動を実施

18区役所における温暖化対策の推進

◆各区では、⾃治会・町内会や商店街、学校、市⺠団体などの代表者が参画する
環境⾏動推進本部を中⼼に、節電・省エネやごみの減量等を⼀体的に推進

◆市⺠に⾝近な区役所が、様々な場⾯を通じて普及啓発を推進

ヨコハマ・エコ・スクール（YES）

◆「横浜で地球温暖化対策を学ぼう」をキャッチフレーズに、
市⺠、団体、事業者、⼤学などが⾏う「環境・地球温暖化問題」に関連する
学びと⾏動の場を、全市的なムーブメントに広げる市⺠参加型プロジェクト
協働パートナー ： 144 団体（2016年10月末）

講 座 ： 395 講座 （2015年度）

受講者 ： 約36,200 人 （2015年度）



ご清聴ありがとうございました
http://www.city.yokohama.lg.jp/ondan/



参考資料
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エコリノベーション・アカデミーの様子

（平成27年度：13回開催）

成果をまとめた冊子
「柔らかな教科書」を発行

◆⾃宅改修・住替えを考えている市⺠や市内建設⼯事業者等を対象に、環境性能や住宅の機能・
価値を⾼めるエコリノベーションについて学ぶ場として「よこはまエコリノベーション・アカデミー」を開催

◆平成27年度からは、横浜市における公⺠連携の提案窓⼝「共創フロント」を通じ、講座を実施する
協⼒企業等を募集し、協働による講座も開催

◆新築住宅及び既存住宅の省エネルギー化の普及・推進のため、「横浜市省エネ住宅相談員」として
登録された建築⼠等の有資格者が、市⺠からの相談に対し、環境に配慮した省エネ住宅の適切な
⼯法の提案や費⽤の⽬安の提⽰など、総合的なアドバイスを実施
（※登録146⼈（28年４⽉１⽇現在））

住まいのエコリノベーション推進事業

よこはまエコリノベーション・アカデミー

横浜市省エネ住宅相談員制度（H24〜）

※協力企業等:ガラス卸業､住宅関連商品取扱･サービス業､NPO
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意見交換会の様子

〜⾏政やメーカーなどに対する要望〜
◆HEMS普及等、今後の家庭部⾨におけるビジョンを⽰し、

ビジネス化のサポートをしてほしい。
◆頑張った声やエコを楽しんで取組んだ声などを広げて！
◆スマホで気軽に⾒られるようにしてほしい。
◆蓄電池や燃料電池（エネファーム）を導⼊したいが、

まだまだ⾼額で⼿が出せない。コストダウンと⽀援体制を。

〜節電・省エネ⾏動について〜
◆冷蔵庫や洗濯機は省エネタイプ、照明はLEDに買い換えた。節電依頼時は、炊事の時間を

シフトし、家族みんなが居間で過ごすようにした。
◆HEMSで使⽤電⼒を把握し、契約アンペアを下げたことで電気代が安くなった。
◆未就学児が2⼈いるので、⼦供中⼼の⽣活になり節電どころではなかった。しかし照明は

LEDにしており、こまめな消灯など普通の⽣活の範囲内で取り組んだ。
◆深夜電⼒に合わせた⽣活をして節約した。洗濯はタイマーで深夜。ドライヤーは朝７時まで。

横浜スマートシティプロジェクト （ＹＳＣＰ）

省エネ⾏動実証参加者との意⾒交換会
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※2015年2月～11月 全19回開催



横浜あかりプロジェクト （企業と連携したキャンペーン）
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◆イケア・ジャパン(株)から、市営住宅にお住いの⾼齢者
世帯を中⼼に、LED電球を提供

◆平成27年度は都筑区に600個、平成28年度は泉区
に800個提供

◆代表世帯に地域ボランテ
ィアとイケア・ジャパン(株)
のスタッフで電球交換を実
施

◆LEDの「⻑寿命」の特⻑
から電球交換による転倒
リスクを減らす⽬的も


